
※印は実績値の減少によって達成率が向上するもの

事務事業評価シート
（　　　　　　　　作成）

１ 事務事業の基本事項 整理番号

担当部課
事務事業名

電話番号 内線

実施期間施策の大網 ～
総 合 計 画

政策（節）
基 本 計 画 その他の計画

施策（項）

予算事業名 予算事業番号

自治事務のうち義務的なもの 自治事務のうち任意のもの 法定受託事務
事 務 分 類

サービス提供 施設整備 許認可事務 補助金交付 施設維持管理 内部事務 その他

実 施 形 態 直営 全部委託 一部委託 補助・負担 ）その他（

事業開始の
背景・経緯

２ 事務事業の目的・内容

実 施 の 根 拠対 象
（法令・条例等）

目 的
（もたらそうと

する成果）

全体の事業
内 容

３ 事務事業の実施状況と成果

度の
実施内容

目標値の根拠・考え方区分 活 動 指 標 名 区 分 単位 (前年度値の場合は「前年度実績」)

目標値又は
前年度値

実績値①
達成率又は ％前年度比

目標値又は
前年度値

実

施

状

況

実績値②
達成率又は

％前年度比

目標値又は
前年度値

③ 実績値
達成率又は ％
前年度比

目標値又は
前年度値

④ 実績値
達成率又は

％前年度比

目標値の根拠・考え方区分 成 果 指 標 名 区 分 単位 (前年度値の場合は「前年度実績」)

目標値又は
前年度値

① 実績値

達成率又は
成

果

％前年度比

目標値又は
前年度値

② 実績値
達成率又は

％前年度比

無印は実績値の増大によって達成率が向上するもの

 令和 2年度 (令和 1年度分)
令和 2年 7月

818000-01-02

教育部 中央公民館中央公民館主催・共催事業
04-2964-2413

02 学びあいのまちづくり 昭和48年 年

03 社会教育の充実 いるま生涯学習プラン２１
01 社会教育環境の充実

事業運営費 2148

□ ■ □

■ □ □ □ □□ □

□ □ ■ □ □

公民館は、一定区域の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する講座、実習会、展示会等を
行う教育施設として設置されている。中央公民館は、昭和４８年に設置され、全市を対象とした主催・共催事業
等を行うとともに、地区公民館の統括館としての役割も担っている。

全市民 社会教育法、入間市公民館設置及び管理条例

公民館は、講座、実習会、展示会等の事業を行い、住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文
化の振興、社会福祉の増進に寄与する。

家庭教育支援や体験学習を中心とした事業の充実を図っている。市民との協働による事業展開が今後のまちづく
りの基本にあることから、実行委員会を組織し、市民が主体的に企画、運営を行う事業の実施形態をとっている
。また、学社連携による事業を推進している。

2022

市内全域を対象とした主催・共催事業として展覧会及び音楽会（コンサート）等を年間を通して実施した。さら令和 1年
に市民及び関係団体との連携を図り、協働による事業を実施した。

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

主催・共催事業数 当初事業計画数         36          35          16事業          29
（令和２年度は新型コロ

         37事業          37          28 ナウイルス感染症の影響
を踏まえた変更後事業計

     102.78      105.71       96.55 画数）

                                            

                                 

                                 

                                            

                                 

                                 

                                            

                                 

                                 

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

事業参加人数 当初事業計画数     23,500      23,500      23,500      12,370人
（令和２年度は新型コロ

     27,639人      21,452      12,053 ナウイルス感染症の影響
を踏まえた変更後事業計

     117.61       91.29       51.29 画数）

                                            

                                 

                                 



埼玉県入間市

４ 事業費

区 分

当 初 予 算 額
事業費

①決算（見込）額

一般職・労務職
従 事

嘱託・再任用
職員数人件費経

費

パ ー ト 等

人 件 費 ②

総 事 業 費 ③＝①＋②

国・県支出金 ④

その他特定財源 ⑤

特 定 財 源 ⑥＝④＋⑤

入間市年間負担額 ③－⑥

⑦指標名効率性
指　標 ③÷⑦コスト

備 考

５ 事務事業の評価
◆１次評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性
個

別

評

価

必要不可欠 大変有効である 向上

有効である やや向上高い
普通 変わらない普通

やや悪化あまり有効でないやや低い
悪化有効でない低い

評 価 今 後 の 方 向 性総

合

的

評

価

充実
継続
縮小

廃止・休止
完了・終了

改 善 の 評 価

改善できた

やや改善できた

改善できなかった

改

善

課

題

◆２次評価

今 後 の 方 向 性 具 体 的 内 容総

合

的

評

価

充実

継続

縮小

廃止・休止

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

      1,795 千円      1,814 千円       1,810 千円       1,710 千円

      1,539 千円         776 千円      1,564 千円

        1.3 人　        1.1 人　        1.35 人　

        0.5 人　         0.3         0.3人　 人　

          0 人　 人　          0        0.06 人　

     13,425 千円      14,167 千円      13,387 千円

     14,989 千円      15,706 千円      14,163 千円

          0 千円           0 千円           0 千円

          0 千円           0 千円           0 千円

          0 千円          0 千円           0 千円

     14,163 千円     14,989 千円      15,706 千円

主催・共催事業数          37 事業          37 事業          28 事業

１事業当たりのコスト     405,108 円     424,486 円     505,821 円

□ □□
■ □■
□ ■□

□□□
□□□

□中央公民館では主催・共催事業のうちコロナウイルスと台風の影響により５つの事業を中止
■としたが、年間を通して２８の事業を実施し、多くの市民が日頃の活動、学習成果の発表等
□を行った。事業の多くは関係団体・機関との連携や、市民による実行委員会を組織しての事

業であり、公民館と団体・機関・市民との協働による事業の実現を図ることができた。 □
□

令和 1年度の取り組み課題

事業の実施にあたっては、関係団体等と連携し、前年度の反省を踏まえ効率的な事業展開を
□図り、広報活動等も工夫しながら効果的な事業運営を行っていく。
■

□

令和 2年度の取り組み課題

事業の実施にあたっては、関係団体等と連携し、前年度の反省を踏まえ効率的な事業展開を図り、広報活動等も工夫しな
がら効果的な事業運営を行っていく。また、市民会館・中央公民館を会場とする事業については、耐震改修工事期間中の
開催有無を検討したうえで会場確保を行う。

令和 3年度の取り組み課題

事業の実施にあたっては、関係団体等と連携し、前年度の反省を踏まえ効率的な事業展開を図り、広報活動等も工夫しな
がら効果的な事業運営を行っていく。また、市民会館・中央公民館を会場とする事業については、耐震改修工事期間中の
開催有無を検討したうえで会場確保を行う。

多くの事業が市民との協働により実施しているものであり、今後は役割分担の明確化、市民□
との協働の促進など、事業の効率的・効果的な運営について検討しながら、継続的に取り組■
んでいく必要がある。なお、今後予定されている耐震化に伴う一時閉鎖、地区センター化等□
に適切に対応していくため、市民周知など準備を進めるとともに、文化行政と社会教育のあ

□ り方や事業の推進体制について検討・整理していく必要がある。


